
　　　議 会 資 料

請 願 一 覧 表
（令和６年第２回定例会）

【１２月議会】

秋田県議会事務局
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委 員 会 名 継　　続 新　　規 小　　計

総務企画委員会 1 0 1

福祉環境委員会 0 1 1

農林水産委員会 0 0 0

産業観光委員会 0 0 0

建設委員会 0 0 0

教育公安委員会 0 0 0

合　　計 1 1 2

総　　　括　　　表
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総務企画委員会

受理
番号

新規
継続

件　　名 提　出　者 頁 備　　考

請１１ 継
国家公務員の寒冷地手当について秋田県内の市町村を非支給地とする
「改定」を行わないよう国に求める意見書提出の請願について 　 　 　 　

5

福祉環境委員会

受理
番号

新規
継続

件　　名 提　出　者 頁 備　　考

請１４ 新 犬や猫を多頭飼養する場合の届出制度の導入を求める請願について
　 　

7

農林水産委員会

受理
番号

新規
継続

件　　名 提　出　者 頁 備　　考

なし

産業観光委員会

受理
番号

新規
継続

件　　名 提　出　者 頁 備　　考

なし

建設委員会

受理
番号

新規
継続

件　　名 提　出　者 頁 備　　考

なし
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教育公安委員会

受理
番号

新規
継続

件　　名 提　出　者 頁 備　　考

なし
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総務企画委員会

受理番号 請１１ 住所
提

受理年月日 R6.9.12 出
者 氏名

新規・継続 継

紹介議員 加賀屋 千鶴子

件 名 国家公務員の寒冷地手当について秋田県内の市町村を非支給地とする「改定」を行わないよう国に求める意見書提出の請願につ
いて

【請願事項】

次の事項について、国に対し意見書を提出すること。

１ 国家公務員の寒冷地手当「改定」において非支給地を拡大しないこと

２ 「国家公務員の寒冷地手当に関する法律」における支給地区分は、関連性に乏しい平均気温と最深積雪を根拠とした機械的

な判断をおこなわず、寒冷地域における生計費実態を踏まえて決定すること

【請願理由】

２０２４年８月８日になされた人事院勧告には、寒冷地手当について支給額の増額改定と官署指定の居住地要件の廃止ととも

要 旨 に気象庁が提供する「メッシュ平年値２０２０」にもとづく支給地域の改定が含まれており、秋田県内では、秋田市、能代市、

潟上市、南秋田郡大潟村、山本郡三種町が非支給地となる。

「国家公務員の寒冷地手当に関する法律」は、普通交付税、特別交付税、国民健康保険の事務負担金等の交付額算定に関する

省令や特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等に引用されており、地方行政にも少なからず影響を及ぼす。公

費で道路除雪を行っている地域を「寒冷地」から除外することは、住民感覚からみても、実態とかけ離れている。また、教育、

医療、保育、介護にかかわる民間事業者には公務員給与を参考にして給与等を決定しているところも多く、地域の労働者の収入

に与える影響も無視できない。

寒冷地手当支給地域の区分に用いている平均気温と最深積雪の指標は、生計費の負担度合いに見合っておらず、現行の方式は

支給地域の縮小を目的としているとの批判を免れず、事実そうした状況を生み出している。そもそも寒冷地手当は寒冷地域にお

ける冬季の生計費を補填するものであり、支給額や支給地域の区分においては寒冷地の生活実態を考慮すべきである。昨今の燃

料費の高騰、暖房器具や冬タイヤなどの生活必需品の値上がりにより寒冷地域に暮らす労働者の生活は圧迫されている。このま

ま「見直し」がされると、事実上の賃下げとなり、「物価高騰を上回る賃上げ」は実現されない。

審査結果
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【現 況】
寒冷地手当は、寒冷積雪地域に勤務する職員に対して、冬期間における暖房用燃料等が暖地の職員と比較し著しく掛かり増しになること及

び寒冷積雪地域の民間事業所において同様の趣旨の手当が支給されている実情があることを考慮して設けられている手当である。

手当は、「国家公務員の寒冷地手当に関する法律（昭和２４年法律第２００号）」（以下「寒冷地手当法」という。）を支給の根拠として

いる。

支給額は、寒冷地手当法第２条に規定されており、地域の区分及び世帯等の区分に応じて月額７，３６０円から２６，３８０円までの範囲

で定められている。

支給対象となる地域は、寒冷地手当法別表に規定されており、県内における現在の非支給地及び令和６年８月８日の人事院勧告による非支

給地は、次のとおり。

＜参考＞ 秋田県における寒冷地手当の非支給地

令和６年１０月７日の人事委員会勧告において、旧市町村単位で支給地域が指定され、非支給地域は次のとおりとされた。

また、支給地域に在勤する職員への支給に加え、当該地域に居住する職員にも支給することとされた。

採 択
備 考 年月日 令和 年 月 日

不採択

現行 R6人事院勧告（令和７年４月１日施行）

国家公務員

【非支給地域】
男鹿市
由利本荘市
にかほ市

【非支給地域】
男鹿市
由利本荘市
にかほ市
能代市
秋田市
潟上市
大潟村
三種町

※下線部：人事院勧告において、新たに規定された地域等

現行 R6人事委員会勧告（令和７年４月１日施行）

秋田県

【非支給地域】
なし
（県内全域で支給）

【非支給地域】
秋田市（旧秋田）
能代市（旧能代）
男鹿市
由利本荘市（旧本荘、旧岩城、旧由利、旧西目、旧大内）
潟上市（旧天王）
にかほ市
三種町（旧八竜）
大潟村
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福祉環境委員会

受理番号 請１４ 住所
提

受理年月日 R6.11.28 出
者 氏名

新規・継続 新

紹介議員 鶴田有司、小原正晃

件 名 犬や猫を多頭飼養する場合の届出制度の導入を求める請願について

【請願事項】

秋田県動物の愛護及び管理に関する条例を一部改正し、犬や猫を多頭飼養する場合、知事に届出させる制度を導入すること。

【請願理由】

１ 多数の犬や猫を飼養して、世話が追いつかなくなるなどにより、鳴き声・悪臭・コバエの発生等によって近隣住民の生活状

況が悪化するといった問題が生じている。

２ 動物の愛護及び管理に関する法律第９条に「地方公共団体は、動物の健康及び安全を保持するとともに、動物が人に迷惑を

及ぼすことのないようにするため、条例で定めることにより、動物の飼養及び保管について、動物の所有者又は占有者に対す

要 旨 る指導をすること、多数の動物の飼養及び保管に係る届出をさせること、その他の必要な措置を講ずることができる。」と規

定されていることから、他県においては、動物の愛護及び管理に関する条例等により、一定数以上の動物を飼養する場合に届

け出することや、地方自治体が開催する講習会を受講することを義務づけている自治体がある。

３ 本県においても、多頭飼養崩壊に陥るリスクが高い状態を早期に探知して、多頭飼養問題の発生を未然に防ぐため、秋田県

動物の愛護及び管理に関する条例を一部改正し、届出制度等の導入を求めるものである。

審査結果
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【現 況】

１ 多頭飼育の状況について

県内（秋田市を除く）において、周辺住民からの苦情や市町村からの相談等により把握している多頭飼育をしている世帯は、令和６年

７月現在、犬が３件、猫が49件となっている。

また、多頭飼育をして適切な管理ができていない世帯は、高齢者のみの世帯や精神的・身体的・経済的な問題を抱えている世帯が多いこ

とから、県では、市町村の協力を得ながら、適切な管理ができていない多頭飼育世帯に対して、事案ごとにきめ細かく指導・助言を行って

いる。

２ 国や県の取組について

環境省では、多頭飼育による飼い主の生活状況の悪化や動物の状態の悪化、周辺の生活環境の悪化が生じている状態を解決するための指

針として、令和３年３月に「人、動物、地域に向き合う多頭飼育対策ガイドライン」を策定した。

ガイドラインでは、地方自治体の社会福祉部局、動物愛護部局をはじめとする多様な関係主体が連携・協働し、多頭飼育問題の予防と解

決に向けて取組を進めるための考え方や対策等が整理されている。

県では、今年度、ガイドラインを参考に多頭飼育問題の予防と解決に向けた取組を進めるため、市町村や社会福祉協議会、地域包括支援

センター、基幹相談支援センターなどを対象に多頭飼育の状況把握のためのアンケートを実施するとともに、多頭飼育問題の予防と解決に

向けた多機関連携のあり方に関するセミナーを開催したほか、多機関連携による早期探知、早期対応を図るためのマニュアルを整備した。

３ 他府県における多頭飼育に係る届出制度の状況について

条例により届出制度を導入している都道府県は、13府県（茨城県、埼玉県、千葉県、神奈川県、山梨県、長野県、岐阜県、愛知県、

石川県、滋賀県、大阪府、佐賀県、長崎県）となっている。

○多頭飼育の届出の状況（令和４年度末現在：令和５年度以降条例施行の愛知県、長崎県はデータなし）

茨城県 埼玉県 千葉県 神奈川県 山梨県 長野県 岐阜県 石川県 滋賀県 大阪府 佐賀県
届出件数 118 431 309 158 116 168 149 163 123 361 201
※届出制度を導入している府県においても多頭飼育問題は発生しており、別途、適切な管理に係る指導や苦情への対応を行っている。

採 択
備 考 年月日 令和 年 月 日

不採択
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